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（２）管理の確保 

① 空き家対策において活用可能な財産管理制度 

改正空家等対策法では、民法の不在者財産管理制度及び相続財産清算制度に加え、所有者不明建物

管理制度、管理不全土地管理制度及び管理不全建物管理制度について、市町村長が、対象の空き家及

びその敷地への利害関係の有無にかかわらず、空家等の適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、裁判所に対して管理人の選任等を請求することが可能となりました。 

このほか、民法の財産管理制度には、所有者不明土地管理制度があり、これについては、「所有者不明

土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（平成30年制定・令和４年改正年）に基づき、市町村長が、

対象の空き家及びその敷地への利害関係の有無にかかわらず、所有者不明土地の適切な管理のため特

に必要があると認めるとき等は、裁判所に対して管理人の選任等を請求することが可能となっています。 

管理不全空家等及び特定空家等の管理の確保では、これらの制度を活用することで、円滑な対応を講

じることが期待できます。各制度の概要は以下 a～f に記載します。 

 

a.不在者財産管理制度 従来の住所又は居所を去り、容易に戻る見込みのない者（不在者）

に財産管理人がいない場合に、利害関係人等は、家庭裁判所に、不

在者自身や不在者の財産について利害関係を有する第三者の利益

を保護するため、財産管理人選任等の申立てを行うことができる。

選任された不在者財産管理人は、不在者のために、不在者の全財産

を管理し、財産目録を作り、家庭裁判所に報告を行う。 

b.相続財産清算制度 相続人の存在、不存在が明らかでないとき（相続人全員が相続放

棄をして、結果として相続する者がいなくなった場合も含まれる。）に

は、利害関係人等は、家庭裁判所に、相続財産の清算人の選任の申

立てができる。相続財産清算人は、被相続人（亡くなった方）の債権

者等に対して被相続人の債務を支払うなどして清算を行い、清算後

残った財産を国庫に帰属させることになる。なお、特別縁故者（被相

続人と特別の縁故のあった者）に対する相続財産分与がなされる場

合もある。 

c.所有者不明土地管理制度 調査を尽くしても所有者やその所在を知ることができない土地に

ついて、利害関係人は、地方裁判所に所有者不明土地管理命令を

申し立てることができる。管理命令の効力は、所有者不明土地のほ

か、土地にある所有者の動産、これらの処分等により管理人が得た

金銭等の財産（売却代金等）に及ぶが、その他の財産には及ばない。 
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d.所有者不明建物管理制度 調査を尽くしても所有者やその所在を知ることができない建物に

ついて、利害関係人は、地方裁判所に所有者不明建物管理命令を

申し立てることができる。管理命令の効力は、所有者不明建物のほ

か、建物にある所有者の動産、敷地利用権（借地権等）、これらの処

分等により管理人が得た金銭等の財産（売却代金等）に及ぶが、そ

の他の財産には及ばない。 

e.管理不全土地管理制度 所有者による管理が不適当であることによって他人の権利・法的

利益が侵害され又はそのおそれがある土地について、利害関係人

は、地方裁判所に管理不全土地管理命令を申し立てることができ

る。管理命令の効力は、管理不全土地のほか、土地にある所有者の

動産、これらの処分等により管理人が得た金銭等の財産（売却代金

等）に及ぶが、その他の財産には及ばない。 

f.管理不全建物管理制度 所有者による管理が不適当であることによって他人の権利・法的

利益が侵害され又はそのおそれがある建物について、利害関係人

は、地方裁判所に管理不全建物管理命令を申し立てることができ

る。管理命令の効力は、管理不全建物のほか、建物にある所有者の

動産、敷地利用権（借地権等）、これらの処分等により管理人が得た

金銭等の財産（売却代金等）に及ぶが、その他の財産には及ばない。 

 

② 財産管理制度の活用例と各制度の比較 

空き家対策における各財産管理制度の活用は、対象とする物件の管理・所有関係の状況や目的によ

って異なります。各制度の適用範囲や要件を確認して、効果的に制度を活用してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「不在者財産管理制度」を活用し、 

遺産分割協議の実施、財産の保護 

「相続財産清算制度」を活用し、 

遺産分割協議の実施、財産の保護 

「所有者不明土地・建物管理制度」を活用

し、土地の利活用や売却手続きを進める 

「管理不全土地・建物管理制度」を活用し、

隣地の被害防止、管理の適正化を図る。 

相続人に行方不明者がおり、遺産分割協議

が進まない 

相続人がいない、または相続人が全員相続

を放棄された建物・土地がある 

誰が所有者か分からない土地・建物を活用・

処分したい 

倒壊の危険、ゴミの放置、悪臭などの理由で

近隣に問題となっている土地や建物がある 
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参考）①は裁判所 web サイト「不在者財産管理人選任」 

(https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_06_05/index.html)等より作成 

②は裁判所 web サイト「相続財産清算人の選任」 

(https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_06_15/index.html)）等より作成 

③～⑥は東京地方裁判所 web サイト「共有に関する事件（非訟事件手続法第三編第一章）、土地等の管理に関する事件（非訟

事件手続法第三編第二章）」（https://www.courts.go.jp/tokyo/saiban/vcmsFolder_1958/vcms_1958.html）等より作成 

 

出典：「空き家対策における財産管理制度の活用に関する参考資料」（国土交通省）  
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出典：「空き家対策における財産管理制度の活用に関する参考資料」（国土交通省）  
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（空家等の管理に関する民法の特例） 

第 14 条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のために特に必要があると認めるときは、家庭裁

判所に対し、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 25 条第１項の規定による命令又は同法第 952 条第

１項の規定による命令又は同法第 952 条第１項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をする

ことができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、地

方裁判所に対し、民法第 264 条の８第１項の規定による命令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、地方裁判所に対し、民法第 264 条の９第１項又は第 264 条の 14 第１項の規定による命令

の請求をすることができる。 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」 

 

 

第 42 条 国の行政機関の長又は地方公共団体の長（次項及び第５項並びに次条第２項及び第５項にお

いて「国の行政機関の長等」という。）は、所有者不明土地につき、その適切な管理のため特に必要が

あると認めるときは、家庭裁判所に対し、民法（明治 29年法律第 89号）第 25 条第１項の規定による

命令又は同法第 952 条第１項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることができる。 

２ 国の行政機関の長等は、所有者不明土地につき、その適切な管理のため特に必要があると認めると

きは、地方裁判所に対し、民法第 264 条の２第１項の規定による命令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全所有者不明土地につき、次に掲げる事態の発生を防止するため特に必要があると

認めるときは、地方裁判所に対し、民法第264条の９第１項の規定による命令の請求をすることができる。 

一 当該管理不全所有者不明土地における土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の土地

において災害を発生させること。 

二 当該管理不全所有者不明土地の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。 

４ 市町村長は、管理不全隣接土地につき、次に掲げる事態の発生を防止するため特に必要があると認め

るときは、地方裁判所に対し、民法第 264 条の９第１項の規定による命令の請求をすることができる。 

一 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地における土

砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土地の周辺の地

域において環境を著しく悪化させること。 

５ 国の行政機関の長等は、第２項（市町村長にあっては、前３項）の規定による請求をする場合におい

て、当該請求に係る土地にある建物につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、

地方裁判所に対し、当該請求と併せて民法第 264 条の８第１項又は第 264 条の 14 第１項の規定に

よる命令の請求をすることができる。 

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」 

  

空家等の管理に関する民法の特例 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 
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③ 管理不全土地・建物管理制度の活用について 

空家等実態調査を実施していく上で、一見、管理が行き届いてない空き家の様に見えるが、人が居住・

利用している管理不全建物の対応を求められる場合があります。 

これらの物件は、空き家と定義されないため、改正空家対策法の対象外とはなりますが、令和 5 年 1 月

に施行された改正民法において新設された「管理不全土地・建物管理制度」により、不適切な管理により

近隣に危険・被害（倒壊、悪臭等）を及ぼす物件に対し、利害関係人の申し立てに基づき裁判所が選任し

た管理人（弁護士・司法書士等）が管理・処分を行うことができます。 

利害関係人とは主に隣地及び近隣住民等とされていますが、地方自治体が利害関係人となり申し立て

を行う事例（兵庫県神戸市、東京都日野市等）もあります。 

空き家対策法の本質は、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境を守り、地域住民の生命、身体又

は財産を保護することにあることから、管理不全の土地・建物についても本制度の活用が望まれます。 

 

 ■管理不全土地・建物管理制度の概要(裁判所 WEB ページ https://www.courts.go.jp/より) 

申立人 利害関係人（民法２６４条の９第１項、民法２６４条の１４第１項） 

申立先 管理不全土地・建物管理命令に係る土地・建物の所在地を管轄する地方裁判所 

（非訟法９１条１項） 

申立てに必要な

費用 

・収入印紙（申立ての対象となる土地・建物の筆数１筆につき）１０００円 

・郵便切手６，０００円（内訳：５００円×８、１００円×１０、８４円×５、５０円×５、２０円

×１０、１０円×１０、２円×１０、１円×１０） 

・このほかに、管理費用（投棄されたごみの除去等に要する費用をはじめ、管理の

ために必要となる費用）や管理人報酬のための費用として、予納金を納めてい

ただく必要があります。予納額については、予定される管理事務の内容や管理

に要する期間等を勘案した上で、裁判官が判断し、後日、担当書記官からご連

絡しますので、予納の手続をとってください（予納金が納付された後、管理命令

を発令するか判断がされます。）。 

※管理が終了して予納金に残余がある場合は、残余の予納金を返還します。 

※当初の見通しを上回る費用が必要となった場合等は、予納金の追納をお願い

する場合があります。 

申立てに 

必要な書類 

・申立書（正本１通、副本（所有者分及び管理人分）） 

申立書の記載については、申立書のひな型を参照して、その記載をしてくださ

い（東京地裁ＨＰに掲載）。 

・申立書副本は、所有者に送付いたしますので、申立書作成にあたってはご留意

ください。 

・資格証明書（法人が当事者であるとき） 

・所有者の土地又は建物に係る登記事項証明書 

・建物の敷地利用権を証明する資料（該当する場合） 

・不動産登記法１４条１項の地図又は同条４項の地図に準ずる図面の写し 

・土地（建物）の所在地に至るまでの通常の経路及び方法（土地（建物）の住居表
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示を記載する。）を記載した図面 

・土地（建物）の現況調査報告書又は評価書（保有する場合） 

・（登記されていない場合）土地についての不動産登記令２条２号に規定する土地

所在図及び同条３号に規定する地積測量図 

・（登記されていない場合）建物についての不動産登記令２条５号に規定する建物

図面及び同条６号に規定する各階平面図 

・所有者の土地・建物について、適切な管理が必要な状況にあることを裏付ける

資料（写真を撮影した場合は台紙に貼り、撮影日時、撮影者を明記してくださ

い。適切な管理が必要な状況がわかるように、適宜、撮影位置等を工夫してく

ださい。） 

・ごみの除去や雑草の伐採等、管理不全土地・建物を適切に管理するために必要

となる費用に関する資料（業者による簡易な見積りをした結果等） 

・その他参考となる資料 

・申立てを理由づける事実についての証拠資料の写し（非訟規則３７条３項） 

 (出典：裁判所 WEB ページ https://www.courts.go.jp/より) 

 

 

土地に設置された擁壁にひび割れ・破損が生じているが、土地の所有者が放置しており隣地に倒壊

するおそれがあるケースや、ゴミが不法投棄された土地を土地の所有者が放置しており、臭気や害虫

の発生により健康への被害を生じさせているケース等、所有者による土地の管理が不適当であること

によって他人の権利又は法律上保護される利益が侵害され、又は侵害されるおそれがある場合は、地

方裁判所に対し、管理不全土地管理命令を申し立てることができます。 

「民法２６４条の９第１項」 

 

 

 

建物の倒壊、屋根や外壁の脱落・飛散のおそれがあり、他人に財産上・身体上の被害を及ぼすおそ

れがあるケースなど、所有者による建物の管理が不適当であることによって他人の権利又は法律上保

護される利益が侵害され、又は侵害されるおそれがある場合は、地方裁判所に対し、管理不全建物管

理命令を申し立てることができます。 

「民法２６４条の１４第１項」 

 

 

  

管理不全土地管理命令 

管理不全建物管理命令 
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第二百六十四条の十 管理不全土地管理人は、管理不全土地管理命令の対象とされた土地及び管理不

全土地管理命令の効力が及ぶ動産並びにその管理、処分その他の事由により管理不全土地管理

人が得た財産（以下「管理不全土地等」という。）の管理及び処分をする権限を有する。 

２ 管理不全土地管理人が次に掲げる行為の範囲を超える行為をするには、裁判所の許可を得なけれ

ばならない。ただし、この許可がないことをもって善意でかつ過失がない第三者に対抗することはで

きない。 

一 保存行為 

二 管理不全土地等の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的とする行為 

３ 管理不全土地管理命令の対象とされた土地の処分についての前項の許可をするには、その所有者

の同意がなければならない。 

「民法 第 264 条の 10」 

 

  

管理不全土地管理人の権限 
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■空き家対策における財産管理制度活用に関する手続きフローの例（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



F-51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



F-52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



F-53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



F-54 

■神戸市における財産管理制度の活用事例に係る資料抜粋（兵庫県神戸市） 
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④ 管理不全空家等及び特定空家等の認定基準 

改定空家等対策法では、特定空家等に加えて、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるお

それのある状態にある管理不全空家等についても必要な措置をとるよう指導することができるようになった

ことから、国土交通省は「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために

必要な指針（ガイドライン）」において、管理不全空家等及び特定空家等の認定基準例を提示しています。 

なお、県内では、90％以上の市町村が特定空家および管理不全空家を認定していない状況となってい

ます。 

 

 

 

 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家

等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認められる空家等

（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事項

に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止する

ために必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が改善さ

れず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、当該指導

をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとな

ることを防止するために必要な具体的な措置について勧告することができる。 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」 

 

 

 

 

 

  

B 沖縄県特定空家等判断基準マニュアル

と併せて参照 

適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置 
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■管理不全空家等及び特定空家等の認定基準例（国土交通省） 
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【管理不全空家等の認定基準（抜粋）の事例①：神奈川県】 

神奈川県の管理不全空家等及び特定空家等の判断マニュアルでは、不良度判定に加えて、悪臭や不法

投棄の状況などの定量的な判定が困難な事項について、S、A、B、Cランクにランク分けした詳細な判断基

準を設けて、管理不全空家等及び特定空家等の判定を例示しています。 
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【管理不全空家等の認定基準（抜粋）の事例②：神奈川県海老名市】 

神奈川県海老名市では、「管理不全空家等及び特定空家等の判断基準」において、画像等を用いて詳細

な判断基準のわかりやすく解説しています。 
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⑤ 既存住宅の維持管理における手順・手法 

空き家対策においては、発生した空き家を適正に管理し、管理不全空家や特定空家の発生を防ぐことも

必要です。 

国土交通省では、空き家の所有者・管理者に向けて、空き家の適切な管理の参考となる“空き家管理チェ

ックリスト”を公表しています。 

空き家の管理状況の定期的（年間で 1回以上）な確認は、管理不全空家や特定空家の発生を防ぐだけで

なく、修繕箇所の拡大防止や、空き家の管理・修繕費の低減などにもつながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「空き家管理チェックリスト」（国土交通省）  
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なお、遠方の空き家等のみまもりや除草などの管理は、郵便局などの全国各所に営業所のある民間企業

が行っている新サービスの活用も有効です。 

詳細は、日本郵便生活相談ダイヤルまで問い合わせください。 

 

■郵便局の空き家みまもり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：郵便局 

 

  


